
■法人税割の税率の改正について
【法人税割の税率】

地方税法の一部改正により、以下の開始事業年度から、税率が引き下げられ変更となっています。

.

税率改正後初年度の予定申告の法人税割額について
   法人税割の税率の改正に伴い、令和元年１０月１日以後に開始する最初の事業年度又は連結事業年度の
予定申告に係る法人税割額に限り、下記のとおり経過措置が設けられています。
   均等割の税率は、従前のとおりとなります。

【平年度の予定申告の法人税割額】
｛前事業年度または前連結事業年度の確定法人税割額 －（使途秘匿金税額等または個別帰属特別
  控除取戻税額等×法人税割の税率）｝× ６ ÷ 前事業年度または前連結事業年度の月数

【経過措置： 令和元年１０月１日以後に開始する最初の事業年度に係る予定申告の法人税割額】
｛前事業年度または前連結事業年度の確定法人税割額 －（使途秘匿金税額等または個別帰属特別
  控除取戻税額等×法人税割の税率）｝× ３．７ ÷ 前事業年度または前連結事業年度の月数

【均等割の税率】
 資 本 金 等 の 額

 保険業法に規定する相互会社は純資産額として

 政令で定めるところにより算定した金額

 ５０億円を超える法人
 １０億円を超え５０億円以下の法人
   １億円を超え１０億円以下の法人
   １千万円を超え１億円以下の法人
   １千万円以下の法人

 上記以外の法人等
 （例：一般社団法人・一般財団法人、人格のない社団等）

 （注）資本金等の額及び従業者数について
    ① 確定申告は、事業年度又は連結事業年度の末日の現況によります。
    ② 予定申告は、資本金等の額が前事業年度又は前連結事業年度の末日の現況、従業者数が
       事業年度又は連結事業年度開始の日から６ヶ月を経過した日の前日の現況によります。
    ③ 平成27年4月1日以後に開始する事業年度については、資本金等の額（無償増資又は無償減
       資等による欠損填補を行った場合は、調整後の額）が、資本金と資本準備金の合計額又は
       出資金の額に満たない場合の資本金等の額は、資本金と資本準備金の合計額又は出資金の
       額となりました。

■納付場所のご案内
  １．筑西市役所、各支所及び出張所
  ２．指定金融機関等
        常陽銀行、足利銀行、筑波銀行、東日本銀行、結城信用金庫、水戸信用金庫、茨城県信用組合、
        中央労働金庫、北つくば農業協同組合、ゆうちょ銀行・郵便局(関東各都県及び山梨県)
         ※ コンビニエンスストアで納めることはできません。

   お問い合わせ
   〒308-8616  茨城県筑西市丙３６０番地

   筑西市役所 財務部 市民税課
                 電話 ０２９６（２４）２１１３（直通） 

           税務部Ｆax ０２９６（２５）５５３６

筑 西 市
  法 人 市 民 税 の 税 率 ・ 納 付 場 所 の ご 案 内  

事業年度開始日 法人税割適用率(筑西市）

　平成２６年９月３０日まで １４．7％

　平成２６年１０月１日から令和元年９月３０日まで １２．１％

　令和元年１０月１日から ８．４％

筑西市内にある事務所等及び寮等の合計従業者数

（ ） ５１人以上 ５０人以下
３，６００，０００円 ４９２，０００円
２，１００，０００円 ４９２，０００円

４８０，０００円 １９２，０００円
１８０，０００円 １５６，０００円
１４４，０００円 ６０，０００円

    ６０，０００円


